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第１章 計画策定の背景 

 

２ 本地区の課題と可能性 

 本市を取り巻く状況 

本市の人口は今後減少に転じることが見込まれ、人口減少社会の到来や超高齢社会の進展といったこれ
まで経験したことのない社会状況を迎えます。 
このような状況の中で、都市間競争の加速や、経済活動のグローバル化等に対応するため、人や企業を

惹きつける魅力あるまちづくりの推進や、市内企業の事業機会の拡大を促し、経済の更なる活性化を推進
することがこれまで以上に求められます。市内では、横浜環状道路や神奈川東部方面線の開業など、交通
ネットワークに大きな変化が見込まれ、これらの利便性向上の機会を最大限に活用して、都市の活性化に
繋げることが必要です。 
また、COP21（国連気候変動枠組条約第21回締約国会議）においてパリ協定が採択されたことで世界的

に温室効果ガス排出量削減の取り組みが加速しており、本市も地球温暖化対策などを積極的に推進し、環
境分野の取り組みを加速しています。そのほか、本市では文化芸術への関心が高まっており、横浜トリエ
ンナーレの開催などの取り組みを通じて、文化芸術創造都市としての魅力を国内外に発信しています。 
一方、地域課題が複雑化・多様化し、地域の関係の希薄化が進む中で、魅力と活力あふれる地域をつく

るためにも地域コミュニティの活力向上が不可欠です。また、全国的に多発している局地的な大雨等や大
規模地震から市民の生命と財産を守るため、防災・減災機能の強化や、都市インフラの老朽化の進行に対
する適切な保全・更新を今後も行っていく必要があります。 
上記のように、本市を取り巻く環境が大きな転換期を迎える中で、都市課題の解決や地域の活性化を着

実に進めていくため、戦略的・計画的な土地利用誘導の推進、及び都市環境の変化に対応した土地利用規
制の見直しの検討が必要です。 

 

 
図 横浜市の将来人口推計 

出典：横浜市中期4か年計画2018～2021 

  
図 年齢３区分別人口 図 市政への要望 

出典：横浜市中期4か年計画2018～2021 出典：横浜市民意識調査をもとに作成 
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第１章 計画策定の背景 

 
本地区の特性と課題 

 本地区の特性 

本地区はJR根岸駅の北側約１km、横浜市営地下鉄吉野町駅の南側約1km、横浜駅やみなとみらい
２１地区の南側約５kmに位置しており、大半が標高約50ｍの高台となっています。また、地区南側
には国道357号、地区西側には国道16号、地区北側には鎌倉街道と国道16号、地区東側には横浜駅根
岸線といった幹線道路が存在します。 
本地区は、横浜らしい景観をつくり出している歴史的な建造物や多くの教育施設等が立地する山手

地区に近接するとともに、緑豊かで多くの人々が集う根岸森林公園に隣接しています。また、本市の
ターミナル駅である横浜駅や、多彩な機能が集積する、みなとみらい２１地区などの都心臨海部に近
く、緑に囲まれた高台を有する約43haの広大な地区であり、その立地や周辺環境の状況から、ポテン
シャルの高い地区と捉えることができます。 

   

   
  図 本地区の周辺図  

【本地区の現状】 
地区における土地所有者別の構成は、国有地が約27ha、民有地が約16ha、市有地が約

0.03haであり、民有地の権利者数は約180名となっています。 
現在の主な都市計画は、概ね全域が低層住宅の良好な環境を維持する地域として、第一種低

層住居専用地域に指定されているほか、緑豊かな居住環境の形成と都市の風致を維持するた
め、風致地区（第３種）に指定されています。 
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第１章 計画策定の背景 

 

３ 跡地利用検討の経緯 

 米軍施設返還跡地利用指針：平成 18（2006）年６月 

本市の米軍返還施設の跡地利用に関する方針を定めた「米軍施設返還跡地利用指針」においては、全体
テーマ「横浜から始める首都圏の環境再生」が掲げられ、それを受け、本地区においても施設別利用方針
が設定されています。 

 
《施設別利用方針：根岸住宅地区》 

 
 

《跡地利用の方向》 
○特色ある現環境の活用 

米軍住宅地となっている
西側部分は、接収の歴史・文
化を伝える空間として、現在
の開放的な米国風住宅地の
景観や雰囲気を可能な限り
継承することを検討してい
きます。 

 
○根岸森林公園との一体利用 

根岸森林公園や一等馬見
所に隣接する東側部分は、こ
れらと一体的に公園等とし
て利用するとともに、公園の
魅力を高めるための活用を
図ることを目指します。 

 
○周辺市街地の都市機能改善へ
の寄与 
地区周辺の住宅市街地に

おいては、建物が密集して狭
あいな道路や行き止まり道
路が存在し、防災性も低いた
め、これら周辺の都市機能の
改善に寄与するよう、道路等
の整備や広域避難場所の確
保を図ることを目指します。 

 
図 根岸住宅地区 跡地利用概念図 

  

～ヨコハマの歴史・文化を伝える庭園散策空間～ 
横浜都心部に近接し、海の見える丘の芝生に囲まれた米国風住宅地という、独特の景観や雰

囲気を持っています。こうした特色や隣接する根岸森林公園の環境を活用しながら、接収の歴
史・文化を伝える憩いの空間の形成を目指します。 
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第１章 計画策定の背景 

 
 上位計画 

 横浜市基本構想（長期ビジョン）：平成 18（2006）年６月 

市政運営の基本理念である「横浜市基本構想（長期ビジョン）」では横浜市の都市像が掲げられ、都
市像を支える５つの柱が示されています。 

 
 

 横浜市中期４か年計画 2018～2021：平成 30（2018）年 10月 

「横浜市中期４か年計画2018～2021」では2030年を展望した中長期的な６つの戦略が掲げられ、
計画期間の４か年に重点的に推進すべき38の政策が示されています。 

 
図 中期4か年計画の構成 

 
 

《都市像》 

市民力と創造力により新しい「横浜らしさ」を生み出す都市 

（市民力 ⇒ 市民の活力と知恵の結集 創造力 ⇒ 地域の魅力と創造性の発揮） 

 
《都市像を支える５つの柱》 

 世界の知が集まる交流拠点都市 
 新たな活躍の場を開拓する活力創造都市 
 多様な働き方や暮らしができる生活快適都市 
 市民の知恵がつくる環境行動都市 
 いつまでも安心して暮らせる安全安心都市 
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第１章 計画策定の背景 

 
また、「横浜市中期４か年計画2018～2021」において、特に米軍施設の跡地利用の記載が含まれる

戦略・政策は以下のとおりです。 

 

   

戦略４（２） 『人が、企業が集い躍動するまちづくり』 
～誰もが「住みたい」「住み続けたい」と思える郊外部～ 

●戦略的な土地利用誘導・まちづくりの推進 
・米軍施設の跡地利用の推進 

市内に残された貴重な資産である
米軍施設跡地では、広大な土地や立
地特性等をいかし、地域や市域の活
性化、広域的課題の解決に向けた土
地利用を進めます。 
旧上瀬谷通信施設では、国際園芸

博覧会の招致と連携し、農業振興や
新たな都市的土地利用を図るととも
に、新たな交通の整備など、総合的な
まちづくりを進めます。また、旧深谷
通信所では、緑豊かな環境をいかし
ながら、健康・スポーツの拠点形成を
目指していくとともに、根岸住宅地
区等の跡地活用の検討を進めます。 

●戦略の方向性 
駅周辺の生活拠点機能の強化や住

宅地の活性化・魅力向上、それらをつ
なぐ身近な交通ネットワーク等の維
持・充実により、若い世代をはじめ多
世代に選ばれるまちづくりを推進し
ます。また、米軍施設の跡地利用な
ど、地域や市域の活性化、広域的課題
の解決に資する戦略的な土地利用誘
導によるまちづくりを推進します。 

政策21 コンパクトで活力のある郊外部のまちづくり 
 
●政策の目標・方向性 

駅やインターチェンジの周辺、米軍施設跡地等の都市的土地利用が見込まれる地域で
は、緑や農地の保全とのバランスや周辺環境との調和を図りながら、戦略的な土地利用を
推進します。また、都市環境の変化を踏まえた土地利用規制の見直しの検討を進めます。 

●現状と課題 
神奈川東部方面線・横浜環状道路等の整備や、米軍施設跡地の活用等の機会をいかし、

地域や市域の活性化、広域的課題の解決など戦略性を持った土地利用誘導が必要です。 
●主な施策（事業）５ 米軍施設の跡地利用の推進 

旧深谷通信所、旧上瀬谷通信施設など市内米軍施設跡地について、地権者等と連携し
ながら、アクセス道路など周辺の都市基盤整備等も含め跡地利用を推進します。 

 
  

図 郊外部活性化のまちづくり 
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第１章 計画策定の背景 

 
 横浜市都市計画マスタープラン 

(ｱ)横浜市都市計画マスタープラン全体構想︓平成 25（2013）年３月 

本市の都市計画に関する長期的な基本的方針である横浜市都市計画マスタープランのうち、全体構
想では、都市づくりの課題に対応するための７つの目標が設定されています。 

 

 

《７つの都市づくりの目標》 
 超高齢社会や将来の人口減少社会に対応できる「集約型都市構造」への転換と、人に
やさしい「鉄道駅を中心としたコンパクトな市街地」の形成 

 地球温暖化やヒートアイランド現象の緩和に向けた、エネルギー効率のよい低炭素型
の都市づくり 

 首都圏全体の発展をけん引するとともに、国際競争力を高めるための基盤づくり 
 地域特性に応じた、計画的・効率的な土地利用と地域まちづくり 
 誰もが移動しやすく環境にやさしい交通の実現 
 横浜らしい水・緑環境の実現と、都市の魅力を生かしたまちづくり 
 震災や風水害などの自然災害に強い、安全安心のまちづくり 

 
図 都市構造図 
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第１章 計画策定の背景 

 
(ｲ)都市計画マスタープラン中区プラン：令和２（2020）年３月 

「横浜市都市計画マスタープラン中区プラン」において本地区に関するまちづくり方針は、以下の
事項が示されています。 

 

 

《本牧・根岸エリアのまちづくり》 

【目標】 安心して暮らすことができ、また利便性の高い居住環境のあるまち 
【方針】 ●安全・安心な生活環境の維持・向上 

・新たな土地利用や施設の再編整備に際しては、地域の活性化に資するまちづ
くりを誘導します。 

●魅力的な歴史・文化資源の保全・活用 
・歴史・文化資源である三渓園の整備・保全を行うとともに、テニスコートや運
動広場のある本牧市民公園、自然環境が豊かな本牧山頂公園・根岸森林公園・
本牧臨海公園などを緑の拠点として保全し、景観の保全を図ります。 

●交通利便性の向上 
・斜面の多い地形で、徒歩圏に鉄道駅がない住宅地もあることから、バス事業
者と連携し、既存バス路線の維持・改善に努め、エリア内で行われている民間
送迎バスとの連携を進めます。また、地域の実情を踏まえて、生活に密着した
交通手段の導入に向けた取組を支援する地域交通サポート事業の活用など、
様々な目的の方が乗りあって移動できる公共交通サービスの実現を区民、事
業者、行政などが協働で目指します。 

●米軍根岸住宅地区の跡地利用の検討 
・米軍根岸住宅地区は、「米軍施設返還跡地利用指針」及び「横浜市米軍施設返
還跡地利用行動計画」等を踏まえ、土地所有者等と必要な機能の導入を含め、
跡地利用の検討を進めます。 

       
       図 本牧・根岸エリアまちづくり方針図 
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第１章 計画策定の背景 

 
(ｳ)都市計画マスタープラン南区プラン：平成 31（2019）年２月 

「横浜市都市計画マスタープラン南区プラン」において本地区に関するまちづくり方針は、以下の
事項が示されています。 

 

 
 
 
 
 
 
 

《まちづくりの方針》 

【土地利用の方針】 
 多世代が暮らしやすく、安全で快適な住環境をつくっていきます。 
 南区のにぎわいや活力形成につながる良好な商業、業務、工業等の環境を維持し、地
域のニーズや立地環境に合わせた適正な土地利用を誘導していきます。 

 土地利用転換等が行われる際には、周辺環境へ配慮した計画を誘導します。 
 
【大規模施設地区等】 
・米軍根岸住宅地区は、「米軍施設返還跡地利用指針」及び「横浜市米軍施設返還跡地利用
行動計画」等を踏まえ、土地所有者等と必要な機能の導入を含め、跡地利用の検討を進め
ていきます。 

 

図 土地利用の方針図 
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第１章 計画策定の背景 

 
(ｴ)都市計画マスタープラン磯子区プラン：平成 30（2018）年３月 

「横浜市都市計画マスタープラン磯子区プラン」において本地区に関するまちづくり方針は、以下
の事項が示されています。 

 

  

《根岸地区のまちづくり方針》 

【目標】 水と緑と歴史を生かした魅力あふれるまち 
【方針】 ●根岸駅前の都市機能強化を図るとともに、地区の特色を生かした魅力あふれる

空間を形成します 
・米軍根岸住宅地区は、平成 18（2006）年にまとめられた「米軍施設返還跡
地利用指針」を踏まえ、土地所有者等と米軍根岸住宅地区の周辺環境に配慮し
た跡地利用を検討します。 

●水・緑・景観・歴史を生かした魅力あるまちを形成します 
・景観的な特徴である連続的な斜面緑地、ふもとの神社・仏閣等の歴史資源は、
磯子区に残された貴重な財産として、地域や所有者等の協力を得ながら、保
全・継承していきます。 

●津波浸水と高潮対策を含め、災害に強いまちづくりを進めます 
・急傾斜地崩壊危険区域における崩壊防止工事や新たな区域指定など、県と連
携したがけ崩れ対策を進めます。 

・土砂災害警戒区域では、警戒避難体制の整備を図ります。 
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第１章 計画策定の背景 

 
 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針：平成 30（2018）年３月 

本市の目指すべき都市の将来像を示す「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」では、以下の
基本理念が掲げられています。 

 

 
 

 
 

 都市再開発方針等 

(ｱ)都市再開発の方針：平成 30（2018）年３月 

 
 

(ｲ)住宅市街地の開発整備の方針：平成 30（2018）年３月 

 
  

《都市づくりの基本理念》 

～新しい横浜らしさの創造と持続を支える都市づくり～ 

 超高齢社会や将来の人口減少社会の到来を見据え、環境に配慮した持続可能な都市の構築 
 港、水・緑、歴史、文化など、横浜の持つ資産や環境を生かしたまちづくり 
 市民生活の利便と安全安心を支えるとともに、国際競争力の強化を図るための基盤づくり 

《市街地開発事業に関する主要な都市計画の決定の方針》 

人口動態や産業構造等の変化に対応した持続可能な都市を構築するために、市民生活の利
便性向上や国際競争力強化のための拠点整備、魅力ある市街地環境の創造に向けた土地利用
を推進する。そのため、都心部、臨海部、またこれらの周辺部や郊外部における鉄道駅周辺、
駅から離れた住宅団地、工業地、木造密集市街地等において、それぞれの地域特性に応じた
計画的な市街地開発事業を進める。 

《基本方針》 

●横浜型のコンパクトな市街地の形成 
産業の活性化や国際競争力の強化、市民生活の利便性向上をはかるため、鉄道駅や高速道

路インターチェンジ周辺等の都市基盤施設の整備効果を最大限に生かした土地利用、米軍施
設跡地や内陸部の工業地などで大規模な土地利用転換があった場合の適切な対応、地域特性
を踏まえた望ましい土地利用の誘導など、戦略的・計画的な土地利用を周辺環境との調和を
図りながら進める。 

《良好な住宅市街地の整備又は開発の方針》 

●都心・臨海周辺部及び郊外部の住宅地 
計画的に開発された住宅地では、建築協定や景観協定、地区計画等の制度を活用し、良好

な住環境の維持・保全を図る。また、緑豊かな自然環境を生かし、環境と共生した魅力ある

住宅市街地づくりを推進するとともに、生活支援機能の充実や、拠点駅との交通の確保に努

める。 
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第１章 計画策定の背景 

 
 横浜市防災計画（資料編 2020）：令和２（2020）年４月 

「横浜市防災計画」において、地震による延焼火災の輻射熱や煙から市民の生命・身体を守るため
に一時的に避難する場所として根岸森林公園及び根岸住宅地区は広域避難場所に指定されており、規
模、割り当て地区等は以下のとおりです。 

 

 
 

 横浜市ＳＤＧｓ未来都市計画：平成 30（2018）年 10月 

「横浜市ＳＤＧｓ未来都市計画」では、ＳＤＧｓの達成年次である2030年を見据え、「環境を軸に
経済や文化・芸術による新たな価値・賑わいを創出し続ける都市」の実現に向け、様々な取組を進め
ています。「横浜市中期４カ年計画2018-2021」及び「横浜市地球温暖化対策実行計画」の政策・施
策の中から環境・経済・社会の統合的解決を目指す６つの取組が以下のように示されています。 

 

環境面 
豊かな自然環境と暮らしが共存する都市 

脱炭素・循環型社会構築 

経済面 
成長と活力を生み出す都心部 

国際競争力の強化と市民生活を豊かにする総合港湾 

社会面 
「住みたい」「住み続けたい」と思える郊外部 

未来を作る多様な人づくり 
 

 成長分野育成ビジョン：平成 26（2014）年３月 

「成長分野育成ビジョン」では、産業拠点戦略として京浜臨海部エリア、都心臨海部エリア、金沢
産業団地周辺エリアが位置づけられています。また、米軍施設返還跡地についても、今後の動向も踏
まえ、検討していくエリアとして位置づけられています。 

 
 
 

・総面積   ：625,007㎡ 
・収容定員  ：504,605人 
・要避難人口 ：70,834人 
・収容率   ：14.0% 
・割り当て地区：中区 大芝台、大平町、柏葉、鷺山、滝之上、竹之丸、立野、塚越、寺久保、

仲尾台、西竹之丸、根岸旭台、根岸台、豆口台、簑沢、麦田町１～４丁目、
山手町の一部、大和町１、２丁目、山元町１～５丁目 
南区 浦舟町１～５丁目、永楽町１、２丁目、唐沢、山谷、白妙町１～５丁
目、高根町１～４丁目、中村町１～５丁目、八幡町、平楽、堀ノ内町１、２
丁目の各一部、真金町１、２丁目、万世町１、２丁目、睦町１、２丁目 
磯子区 鳳町、上町、坂下町、下町、西町、馬場町、原町、東町 
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第２章 跡地利用の考え方 

 

 
  

【参考】企業等ヒアリング結果 
 
本地区における将来の市場性などを捉えながら、導入施設や機能等を検討するため、平成

30（2018）年度に「建設・不動産業界」「住宅業界」「スーパー・小売業界」「学校教育業界」
「自動車業界」「観光業界」に対し、進出条件や意向等を中心にヒアリング調査を実施しまし
た。 
市場性に係るヒアリング調査結果の主なものとしては、以下のようなご意見がありました。 
 

○住宅 
「マンションよりも戸建てのイメージであるが、個性を出さなければ難しい」「高級住宅街

にするメリットや魅力づくりを行うことで高級住宅街として成立」「農地利用には個性があ
り、横浜駅から近く、地産地消が体験できる街など、“田舎に帰らなくても農業ができるまち”
も良い」 

 
○商業 
「日常スーパーを中心に、近隣商圏を狙って取り組む考えは検討可能」 
 

○教育研究 
「業務・居住人口の集積がある市の中心部に近い場所に大規模開発が可能なまとまった土

地があることは大きなプラス要因」「都心部や横浜港に近く、研究所などを集めやすい地域だ
と考える」 

 
○その他 
「広大なまとまった土地を一から使えることはニーズが合えばメリットがあり、ゆとりあ

る建物利用が可能」 
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第２章 跡地利用の考え方 

 
 
 
 

 

図 本地区周辺の文教施設等の立地状況 
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第２章 跡地利用の考え方 

 
(2) 景観・環境 

ア ゆとりある質の高い住宅地の整備 

本地区の大半は緑に囲まれた高台に位置していることから、開放的で眺望に優れています。また、
本地区周辺には良好な街並みを形成する山手地区や、多くの人々でにぎわう緑豊かな根岸森林公園が
あります。これらの特性を生かし、周辺環境と調和した魅力的なゆとりある質の高い住宅地の整備を
目指します。 
また、将来にわたって良好なコミュニティを形成していくため、建物敷地や住宅の規模等を街区レ

ベルで区分して配置することなどにより、子育て世帯や高齢者世帯など、いろいろな世代の方々が住
みやすい住宅地となるよう配慮していきます。 
更に、日常生活を送りやすい環境を整えるため生活利便施設や公共・公益施設を適正に配置するほ

か、地区全体で環境負荷を軽減するエネルギーマネジメントシステムの導入などの先導的な取組につ
いても検討します。  

  
質の高い低層住宅地のイメージ 生活しやすい住環境のイメージ 
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第２章 跡地利⽤の考え⽅ 

 
(3) 道路・交通 

ア 様々な機能に対応する道路の整備 

本地区内の⾻格を形成する主要な道路の整備にあたっては、周辺市街地における既存道路の現況も
考慮しながら、周辺地域を含めた道路ネットワークを構築し、本地区へのアクセス性を向上させるた
め、本地区内の新たなまちづくりにより発⽣する交通量と本地区周辺の幹線道路や交差点に与える影
響を予測し、必要に応じて交差点改良等の対応を⾏うことで、円滑な交通処理を図っていきます。こ
のほか、住宅地などの⼟地利⽤の特性に応じ、⾃動⾞、⾃転⾞、歩⾏者それぞれについて、安全かつ
円滑で快適に通⾏できるよう、歩道・⾞道の幅員や⾞線数を確保していきます。 

また、主要な道路の整備と併せて無電柱化を積極的に推進するとともに、街路樹や植樹帯等を整備
し公園や斜⾯緑地とつながる緑の回遊空間を形成するなど、景観や環境等に配慮した道路空間の創出
を図っていきます。 

さらに、本地区のほとんどの区域は広域避難場所に指定されていることから、防災性の向上を図る
ため、⼤規模災害時に誰もが安⼼して広域避難場所へ避難できるよう、周辺市街地の既存道路と接続
する避難路ともなる⽣活道路等の整備を⾏います。  

  
主要な道路のイメージ ⽣活道路のイメージ 
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第２章 跡地利用の考え方 

 
イ 斜面地への対応 

(ｱ)斜面地の概要 

本地区は、都心臨海部の南方に広がる本牧台地と呼ばれる標高約50mの台地の西部に位置しており、
地区の西側には北西-南東方向に長さ1.2kmにわたって斜面地が存在しています。また、斜面地の西方
を流れる堀割川の川岸からの高低差は40mから50mです。斜面の勾配については、20～60度程度で、
特に本地区北西部では比較的急傾斜となっています。 
堀割川は明治初期につくられた人工河川であり、本牧台地の北西縁の稲荷山と西側の堀ノ内が、元々

は尾根で繋がっていたのを掘削し、根岸湾に至る運河を通すという工事によって造られました。その
ため、比較的急傾斜の斜面地が連続している本地区北西部の斜面地は、堀割川掘削時に削られたり、
その後の土砂採取などで削られたりした地形が残っている可能性も考えられます。 
この本地区北西部の斜面地では、平成11年に大規模な崩落事故が発生し、斜面地の下側に立地する

マンションなどに大きな被害を与えました。現在は国によって、コンクリートによる法面保護対策が
実施され、維持管理されています。  

     
図 位置図 

  

標高 50ｍ 

標高 3ｍ 
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第２章 跡地利用の考え方 

 

 
図 斜面地区分と急傾斜地崩壊危険区域 

 
図 斜面地区分と土砂災害警戒区域 
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第２章 跡地利用の考え方 

 
 パターンⅡの対応方針 

パターンⅡにおいては、パターンⅠと同様の方針としますが、斜面地の一部が地区内に含まれるた
め、地区内の斜面地については必要に応じて、以下の例に示すような切土工による斜面の整形や、堆
積土の流出防止工などを検討し、地区内の土砂に起因する土砂災害の防止に努めます。 
なお、切土する場合では、地山の観察を十分に行い、その結果として造成計画の見直しを行うなど、

現地の状況に応じた対応を行います。また、堆積土の流出防止工を行う場合においては、緑地保全の
観点から、樹木の適切な管理が行えるような工法も検討します。 

 
対策例 切土工＋植生工 
切土工により、現地の地盤を下げることで、

斜面にかかる負担を低減するとともに、雨水の
制御を行います。また、切土面に植生工を施す
ことで、表面土の安定化を図ります 

 
  
対策例 ノンフレーム工法 
樹木伐採や切土を行わず、現況地山のままで

施工することができ、施工後も元々の景観・環
境が維持できます。また、現況斜面のままで施
工することで、施工時の斜面安定性の確保にも
つながります 

 
 

 パターンⅢの対応方針 

パターンⅢについては、斜面地全体に対策工事が実施されているため、その構造物が適切に管理さ
れるよう構造物の所有者に働きかけるとともに、斜面地にアクセスできる道路を配置するなど、将来
に渡り、草刈、点検等の適切な維持管理が行えるよう配慮した土地利用を行います。 
また、建物などの設置については宅地ごとに斜面地への影響を考慮しながら、横浜市建築基準条例

を遵守した土地利用を行います。 
 















 


